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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第71期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第70期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 1,323,5791,265,2744,969,324

経常損益（千円） △24,800 22,689 8,032

四半期（当期）純損益（千円） △191,562 22,898△148,234

純資産額（千円） 1,688,6691,676,2441,693,757

総資産額（千円） 7,005,0756,078,4845,945,296

１株当たり純資産額（円） 4,604.344,601.694,649.77

１株当たり四半期（当期）純損益（円） △525.62 62.86 △406.78

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益（円） － － －

自己資本比率（％） 24.0 27.6 28.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
72,043 175,324 363,987

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△24,672 △530 △99,988

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
216,294 59,878△406,594

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 911,971 740,381 505,709

従業員数（名） 96 65 65

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第70期第１四半期連結累計（会計）期間及び第70期の「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益」については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失を計上しているため、記載し

ておりません。

４．第71期第１四半期連結累計（会計）期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、希薄化

効果を有している潜在株式がないため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（名） 65     

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は少数のため省略しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（名） 55     

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は少数のため省略しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)受注実績

　当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

不動産事業 42,086 － 3,724 －

　

(2)販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

営業本部（千円） 1,019,863 －

市場本部（千円） 83,702 －

不動産事業（千円） 161,707 －

合計（千円） 1,265,274 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

２．セグメント間の取引につきましては、相殺消去しております。

　３．当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しておりません。また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について、重要な変更はありません。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

(1)業績の状況　

 当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）の当社グループを取り巻く状況は、

国の景気刺激策の影響を受け消費活動が一時的に回復を見せてはおりますが、依然として雇用不安・財政不安が払

しょくできていないこともあり、新設着工戸数は依然低調に推移しており厳しい状況であります。

　住宅産業の動向としては、新規住宅建設から既存住宅のリフォームにシフトする動きが顕著となり、リフォーム事

業に参入する工務店や代理店が増えているなかで、当社も従来の材料販売に加えてリフォーム物件の獲得に注力し

てまいりました。また国産材の有効活用を推進すべく「ムク無垢大作戦」と銘打って国産材商品の拡販を行うこと

といたしました。

　一方の不動産関連につきましては、連結子会社の三重ナゴヤホームズのマンションが今期に入って販売が進んだ

ことで、売上高は昨年に比べて大きく伸ばすことが出来ました。

　この結果、当社グループの当第１四半期連結会計期間の売上高は1,265百万円（前年同期比58百万円減、4.4％

減）、経常利益22百万円（前年同期は経常損失24百万円）、四半期純利益は22百万円（前年同期は四半期純損失191

百万円）となりました。

　　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　1）営業本部

　営業本部の状況としましては、上記に記載しましたとおり新設住宅着工戸数の低調な推移の影響を受ける形で、

若干の売上高減少となっております。その結果、売上高は1,019百万円となり、セグメント損失は4百万円となりま

した。

　このような中で、顧客セグメント区別の実行と運送費削減や仕入原価見直しなど、一層の利益改善に向けた施策

を展開しております。

2）市場本部 

　市場本部の状況としましては、昨今の住宅事情の影響を大きく受け、施主様から直接注文がいただけるリフォー

ム工事の需要があり、売上高は83百万円となり、セグメント損失は10百万円となりました。

　3）不動産事業

　不動産賃貸収入については順調な推移を辿っており、連結子会社でのマンション分譲に関しては、上記記載のと

おり販売が進んだことで、売上高は161百万円となり、セグメント利益は53百万円となりました。

　

(2)キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会

計年度末に対し234百万円増の740百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純利益30百万円を計上し、たな卸資産の減少による収入69百万円及び仕入債務の増加による

収入93百万円を計上する一方で、売上債権の増加による支出37百万円を計上しました結果、資金は175百万円の増加

（前年同四半期は72百万円の増加）となりました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出及び投資有価証券の取得による支出が僅かにあったのみであるため、資金は０百

万円の減少（前年同四半期は24百万円の減少）となりました。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　長期借入れによる収入300百万円の計上に対して、長期借入金の返済による支出135百万円及び短期借入金の純増

減による支出96百万円を計上しました結果、資金は59百万円の増加（前年同四半期は216百万円の増加）となりま

した。

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)研究開発活動

　特に記載すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な新設、拡充、改修、除却、売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,600,000

計 1,600,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 400,000 400,000名古屋証券取引所第二部
単元株式数

100株　

計 400,000 400,000　 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成16年６月29日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 37

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,700　注１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,000　注２

新株予約権の行使期間
自　 平成18年７月１日

至　 平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　3,000

資本組入額　　　1,500

新株予約権の行使の条件 注３

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．各新株予約権の行使により発行する株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）は、以下のと

おりとします。

新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

３．①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社又は当社子会社の取締役・執行役員もしくは

従業員であることを要します。但し、退任、定年退職、その他正当な理由によりその地位を喪失した場合

はこの限りでありません。

②　その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議において定めるところによります。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（百株）

発行済株式
総数残高
（百株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
― 4,000 ― 200,000 ― 6,567

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 平成22年6月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　35,700 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式   362,100 3,621 ―

単元未満株式（注） 普通株式     2,200 ―
一単元（100株）　　　未満

の株式　

発行済株式総数 400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 3,621 ―

　（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式33株が含まれております。　　

②【自己株式等】

 平成22年6月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　名古屋木材㈱
　名古屋市中川区山王

　二丁目６番41号
35,700 － 35,700 8.92

計 ― 35,700 － 35,700 8.92

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 1,138 1,080 1,280

最低（円） 1,010 911 995

　（注）　最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 770,381 535,709

受取手形及び売掛金 1,014,049 976,257

商品及び製品 538,064 600,893

仕掛品 22,224 28,718

原材料 4,789 5,053

その他 52,904 69,733

貸倒引当金 △4,700 △12,627

流動資産合計 2,397,713 2,203,738

固定資産

有形固定資産

土地 2,561,610 2,561,610

その他（純額） 567,428 578,383

有形固定資産合計 ※
 3,129,038

※
 3,139,993

無形固定資産 1,485 1,485

投資その他の資産

投資有価証券 453,952 507,541

その他 134,334 130,841

貸倒引当金 △38,039 △38,303

投資その他の資産合計 550,246 600,078

固定資産合計 3,680,771 3,741,558

資産合計 6,078,484 5,945,296

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,091,818 998,469

短期借入金 802,000 898,500

1年内返済予定の長期借入金 554,308 492,988

未払法人税等 1,206 2,034

賞与引当金 17,000 10,000

その他 87,799 100,271

流動負債合計 2,554,132 2,502,265

固定負債

長期借入金 994,435 890,997

繰延税金負債 610,642 618,297

退職給付引当金 78,756 74,326

役員退職慰労引当金 7,150 7,150

受入保証金 148,392 148,677

その他 8,730 9,825

固定負債合計 1,848,107 1,749,274

負債合計 4,402,240 4,251,539
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 200,000 200,000

資本剰余金 6,567 6,567

利益剰余金 1,479,460 1,463,848

自己株式 △107,673 △107,673

株主資本合計 1,578,354 1,562,741

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 97,890 131,015

評価・換算差額等合計 97,890 131,015

純資産合計 1,676,244 1,693,757

負債純資産合計 6,078,484 5,945,296

EDINET提出書類

名古屋木材株式会社(E00628)

四半期報告書

12/22



（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 1,323,579 1,265,274

売上原価 1,141,435 1,049,674

売上総利益 182,144 215,599

販売費及び一般管理費 ※
 202,140

※
 193,940

営業利益又は営業損失（△） △19,996 21,658

営業外収益

受取利息 8 104

受取配当金 5,590 6,451

仕入割引 4,919 3,954

その他 1,593 4,641

営業外収益合計 12,112 15,152

営業外費用

支払利息 14,289 11,519

売上割引 2,308 2,128

その他 318 472

営業外費用合計 16,916 14,120

経常利益又は経常損失（△） △24,800 22,689

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,838 8,191

特別利益合計 3,838 8,191

特別損失

固定資産処分損 174,215 94

減損損失 4,927 －

たな卸資産評価損 112,759 －

事業構造改善費用 10,961 －

特別損失合計 302,863 94

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△323,825 30,786

法人税、住民税及び事業税 794 628

法人税等調整額 △132,810 7,259

法人税等合計 △132,015 7,888

少数株主損益調整前四半期純利益 － 22,898

少数株主損失（△） △247 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △191,562 22,898
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△323,825 30,786

減価償却費 12,854 11,062

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,000 6,999

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,648 4,429

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,970 △8,191

受取利息及び受取配当金 △5,599 △6,555

支払利息 14,289 11,519

固定資産処分損益（△は益） 174,215 94

減損損失 4,927 －

たな卸資産評価損 112,759 －

事業構造改善費用 10,961 －

売上債権の増減額（△は増加） 210,054 △37,792

たな卸資産の増減額（△は増加） 23,495 69,587

仕入債務の増減額（△は減少） △188,115 93,348

預り保証金の増減額（△は減少） 57,580 △5,220

その他 △1,150 11,381

小計 91,827 181,451

利息及び配当金の受取額 5,599 6,555

利息の支払額 △14,074 △11,400

法人税等の支払額 △11,308 △1,282

営業活動によるキャッシュ・フロー 72,043 175,324

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 － △201

投資有価証券の取得による支出 △24,672 △328

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,672 △530

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 225,500 △96,500

長期借入れによる収入 300,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △308,111 △135,242

配当金の支払額 － △7,285

その他 △1,094 △1,094

財務活動によるキャッシュ・フロー 216,294 59,878

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 263,665 234,671

現金及び現金同等物の期首残高 648,305 505,709

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 911,971

※
 740,381
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 　資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日）を適用しております。

　　これによる影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定にあたり加味する加減

算項目や税額控除項目を、重要なものに限定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額 1,029,141千円 ※　有形固定資産の減価償却累計額 1,018,213千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　（千円）

販売員給与手当 30,971

　運賃諸掛 24,208

従業員給与手当 38,411

　賞与引当金繰入額 5,328

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　（千円）

販売員給与手当 27,579

　運賃諸掛 19,912

従業員給与手当 30,403

　賞与引当金繰入額 6,999
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （千円）

　現金及び預金勘定 941,971

　預入れ期間が3ヶ月を超える定期

預金
△30,000

　現金及び現金同等物 911,971

 

 （千円）

　現金及び預金勘定 770,381

　預入れ期間が3ヶ月を超える定期

預金
△30,000

　現金及び現金同等物 740,381

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　400,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　 35,733株

 

３．新株予約権等に関する事項

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 7,285 20 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
木材・建材
事業（千円）

不動産事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高 1,228,912100,4461,329,359( 5,779)1,323,579

営業利益又は営業損失（△） △9,794 32,449 22,654 (42,651)△19,996

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の内容

（1）木材・建材事業　　主として木材、製材品、建材品の卸売

（2）不動産事業　　　　土地、建物等の建設販売及び不動産賃貸

　 

【所在地別セグメント情報】

　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　該当事項はありません。

 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　　　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

　　　当社グループの報告セグメントの区分方法は、販売方法や顧客分類の類似性を考慮して区分しており、「営

業本部」、「市場本部」、「不動産事業」の３つを報告セグメントとしております。

　　　各区分に属する主要な取扱品目は以下のとおりであります。

　

　報告セグメント 　取扱品目

　営業本部 　木材・建材、住宅設備、プレカット、その他運送業務

　市場本部 　２×４パネル、ウッドデッキ、太陽光設備、その他リフォーム事業

　不動産事業 　不動産賃貸、マンション建設及び販売

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　 （単位：千円）

 営業本部 市場本部 不動産事業 合計

売上高   　  

外部顧客への売上高 1,019,863 83,702 161,707 1,265,274

セグメント間の内部売上高又は振替高 3,910 15,360 62 19,333

計 1,023,774 99,062 161,770 1,284,607

セグメント利益又はセグメント損失（△） △4,631 △10,431 53,934 38,871
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 38,871

セグメント間取引消去 △2,591

全社費用（注） △13,590

四半期連結損益計算書の経常利益 22,689

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３

月21日）を適用しております。

　

（有価証券関係）

　事業の運営において重要なものでなく、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、記載を省略

しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　事業の運営において重要なものでなく、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、記載を省略

しております。

 

（ストック・オプション等関係）

　ストック・オプションを付与しておりますが、四半期連結財務諸表への影響がないため、記載を省略しておりま

す。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 4,601円69銭 １株当たり純資産額 4,649円77銭

２．１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失 525円62銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在

株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失を計上し

ているため、記載しておりません。

１株当たり四半期純利益 62円86銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄

化効果を有している潜在株式がないため、記載しておりま

せん。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △191,562 22,898

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△191,562 22,898

期中平均株式数（株） 364,453 364,267

（重要な後発事象）

　当該事項はありません。

 

（リース取引関係）

取引残高に前連結会計年度末に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年8月11日

名古屋木材株式会社

取締役会　　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 遠　藤　　了

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　野　正　人

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名古屋木材株式会社の

平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成21年4月１日から平成21年6月30

日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、名古屋木材株式会社及び連結子会社の平成21年6月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月９日

名古屋木材株式会社

取締役会　　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　野　正　人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　田　昌　也

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名古屋木材株式会社の

平成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成22年4月１日から平成22年6月30

日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成22年4月1日から平成22年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、名古屋木材株式会社及び連結子会社の平成22年6月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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